
 

 
 

 

災害ケースマネジメ

ントの実施 

第 4 章 
4.1 発災直後～避難所運営段階の対応 

4.2 
避難所閉所検討～応急仮設住宅供与段

階の対応 

4.3 応急仮設住宅供与段階以降の対応 



 

32 
 

第
４

章 

災
害
ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
施 

第4章 災害ケースマネジメントの実施 

災害ケースマネジメントは、発災後の段階に応じて、主たる目的や取組方法等が異

なる。このため、進め方について、発災後の段階を以下の３つに区切り、それぞれの

取組について記載する。 

 発災直後～避難所運営段階 

 避難所閉所検討～応急仮設住宅供与段階 

 応急仮設住宅供与段階以降 

地域ごとの被災の程度によって取組の要否は異なることから、被災の状況に応じて

参考にされたい。 

 
フェーズ 特徴 対応のポイント 

発災直後 
～ 

避難所運営段階 

 発災直後～避難所運営段階は、避
難所に加え在宅等で避難生活を
送っている被災者もおり、在宅等
の被災者も含めた被災者の状況
把握が必要。 

 避難所や在宅等における被災者の
うち緊急的な対応が必要な者を発
見、把握し、医療や保健、福祉とい
った必要な支援につなぐ。 

 自立・生活再建に向けた支援の情報
提供（罹災証明書の申請等）。 

避難所閉所検討 
～ 

応急仮設住宅 
供与段階 

 避難所閉所検討から、応急仮設住
宅等での生活に移行していく段
階は、自立・生活再建に向けた支
援が本格化していく。生活の再建
に向け、支援が必要な被災者に漏
れがないよう被災者の状況把握
が必要。 

 被災者の状況を聞き取り、アセスメ
ントを実施することで、被災者の支
援の必要性や支援の頻度等を決定。 

 支援漏れが発生しないよう、必要な
地域については全戸調査を行う等
の対応が必要。 

応急仮設住宅 
供与以降 

 応急仮設住宅の供与が始まって
以降は、個々の被災者の自立・生
活再建に向けて継続的な支援が
必要。 

 アセスメントに基づき、支援が必要
な被災者に対して継続的に寄りそ
った支援を実施する。 

 支援の実施にあたっては、個別訪
問、ケース会議の実施、適切な支援
策のつなぎ等に加え、コミュニティ
の構築支援等の実施も検討する。 

 支援にあたっては、被災者の自立・
生活再建の意向を尊重し、行政から
の押し付けとならないよう配慮す
る。 

※３つの段階は、各段階で被災者支援の目的や取組が異なることから説明上分けたものであり、そ
の名称は各段階の区分を示すため形式的に使用している。このため、全期間を通じて、在宅等に
おいても支援が必要な被災者がいることに注意する。 
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4.1 発災直後～避難所運営段階の対応 

発災直後～避難所運営段階は、特に緊急的な対応が必要な被災者の発見及び状況の

把握が重要となる。避難所に避難している者については、健康状態等の確認を避難所

で行うことができる一方、在宅等で避難生活を送っている被災者については、課題を

抱えている場合であってもその発見が困難である。支援漏れの防止には、アウトリー

チにより個別に状況を確認することが効果的である。 

発災直後の災害ケースマネジメントの主な目的は、①避難所や在宅等における被災

者のうち緊急的な対応が必要な者の把握、②自立・生活再建に向けた支援の情報提供

である。 

発災直後の被災者の状況把握については、保健師が避難行動要支援者を中心に訪問

を行っている場合がある等、それぞれの観点からの支援が行われているが、災害ケー

スマネジメントの観点からアウトリーチすべき被災者と保健師等の訪問対象が一致

しない部分もあるため、漏れがないよう注意が必要である。 
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(1) 発災直後～避難所運営段階の災害ケースマネジメントの必要性 

基本的考え方・取組 

 アウトリーチによる被災者の状況把握の要否については、発災後の各段階に応

じて判断する必要がある。 

 発災直後～避難所運営段階においては、下記のような状況の場合には、訪問等

により被災者の状況を把握することが必要である。 

 災害により孤立している世帯が存在する場合 

 在宅避難者等が存在している場合において、被害の状況が把握できていない

者が存在する場合 

 被害の全容把握ができていないものの、明らかに被害を受けた地域が存在

し、在宅避難者が存在する可能性がある場合 

 発災直後のアウトリーチは、在宅避難者等を中心に、緊急的な支援が必要な者

が支援からこぼれ落ちないようにすることを目的とする。 

 避難所における被災者の健康把握等については、避難所の保健師や災害派遣福

祉チーム（DWAT）により実施されているところであるが、災害ケースマネジ

メント観点からもフォローし、自宅の被災状況把握や罹災証明書等支援メニュ

ーの情報提供について漏れがないようにする。 

 リスクの高い被災者の把握の一助として、避難行動要支援者名簿や個別避難計

画を活用することも想定される。詳細はコラム参照。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

発災直後は、ケアマネジャー、ホームヘルパー、民生委員等の福祉関係者や、行

政においても保健師等が在宅等の被災者に対する訪問等を実施している。このた

め、これらの訪問の際に、災害ケースマネジメントに関係する事項についても併

せて最低限の聞き取りを実施することを積極的に検討する。 

上記のほか、行政に先行して、NPO や地域の自主防災組織等が被災者の状況を把

握・支援している場合があることから、この取組状況を把握する。なお、平時か

らの連携体制の構築については 3.２を参照。 

発災直後は様々な主体がそれぞれの観点から情報を収集しているため、その集約

方法について検討しておく。また、平時から部局間共通の訪問用様式を作成して

おくことも効率的な情報収集の点で効果的である。 
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コラム3: 令和元年度医療・保健・福祉防災の連携に関する作業
グループの調査票 

 「令和元年度医療・保健・福祉防災の連携に関する作業グループ」では、医療、

保健、福祉、防災分野の関係者が共通で把握しなければならない事項と各分野が

専門的視点からそれぞれ把握しなければならない事項を整理している。整理され

た調査項目を記載した調査票は、下記から利用できる。 

 

 

 
 
 
 
 ①被災者に関するアセスメント調査票 

医療、保健、福祉関係者が分野横断的に被災者の被災状況を直ちに把握し、共
有することを目的に作成された調査票。ここに記載された基本的な調査項目につ
いて、医療チームや災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）をはじめ被災状況
を最初に把握する主体が確認し、そこで得られた情報を保健チームや福祉チーム
など他の専門職チームと共有することで、被災者に対するアセスメントの反復、
重複が回避できるとされる。 

 ②避難所に関するアセスメント調査票（ラピッドアセスメントシート） 
避難所を中心に周辺地域の被災状況やニーズを適切に把握し、分野横断的に情

報共有を図ることにより、迅速な支援の優先付けを可能とすることを目的に作成
された調査票。あらかじめ避難所の被災状況や被災者ニーズを把握することがで
きれば、避難所の状況やニーズに即した専門職チームを派遣できるなど、迅速か
つ効率的な資源投入が期待できるとされる。 

 

コラム4: 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の活用 

 避難行動要支援者名簿は、高齢者や障害者といった避難行動要支援者の安否の確

認などの避難支援等を実施するための基礎とする名簿である。 

 個別避難計画は、名簿に記載等されている避難行動要支援者ごとに避難支援等を

実施するための計画である。 

 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に記載等された個人情報の取扱いにつ

いては、災害対策基本法に根拠が規定されており、災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合において、特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施

に必要な限度で民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の

実施に携わる関係者などに本人の同意なく提供できるとしており、この範囲内で

発災直後の安否確認の実施にあたって活用することが可能である。 

 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画は、平時からの整備が進められており、

これらの仕組みは、災害ケースマネジメントにおける発災直後からのアウトリー

チの実施にあたって、自ら避難することが困難であり特に支援が必要な被災者の

特定に資するものであると考えられる。 

  

URL： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/0000055967.html 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000055967.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000055967.html
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(2) 発災直後～避難所運営段階の災害ケースマネジメントの実施体制 

基本的考え方・取組 

 平時に実施体制を決定している場合は、その体制に基づき災害ケースマネジメ

ントを実施する。他方で、想定していない規模等の災害である場合は、事前に

決定している実施体制で支障がないか再度検討を行う。 

 発災直後～避難所運営段階は、災害対応関係部局の業務がひっ迫するため、他

部局での実施や専門的知識を有するボランティア、NPO との協働についても

検討する。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

災害ケースマネジメントの主体は、応急期から生活再建期にかけて災害対応部局

から福祉部局その他の関係部局へと比重が移っていくと考えられる。このため、

体制については、関係部局が連携したものとしつつ、いずれかの部局が主体とな

って取り組むか、段階に応じて関与の度合いに差をつけて取り組むか、各地方公

共団体の状況に応じて検討する必要がある。 

災害時は、災害対応部局及び福祉部局の業務がひっ迫することから、横断的な調

整機能を有する部局が災害ケースマネジメントの実施主体となることも積極的

に検討すること。 

また、発災直後は保健師による健康観察や災害ボランティアによる被災者の復

旧・復興活動などが並行して行われることから、横の連携を特に意識し、必要な

情報連携を行うよう努める。さらに、医療的ケアが必要な被災者に対しては、医

療機関、薬局、医薬品メーカー等による医薬品物資の供給に関する体制が構築さ

れている場合があり、それらも踏まえて避難所への安定的な物資配布や、医療提

供体制も見極めながら連携を行う必要もある。連携が想定される機関等は以下の

とおり。 

 居宅介護支援事業所のケアマネジャー、公的相談支援機関の相談支援員、地 

域包括支援センター等福祉関係者 

 自主防災組織 

 専門的知識を有する災害ボランティア 

 民生委員・児童委員 

 医療機関・薬局、医薬品メーカー 等 
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(3) 支援拠点設置の検討 

基本的考え方・取組 

 災害ケースマネジメントの実施にあたって、必要に応じて、個別訪問、見守り

支援、各種支援制度の情報提供や地域のコミュニティづくり等を行う拠点を設

置する。 

 実際には、被災者見守り・相談支援等事業の委託により「地域支え合いセンタ

ー」という名称で運営されることが多いが、市町村が直接役場内に拠点を設置

することも想定される。それぞれの状況等に応じて設置の可否を検討する。 

 各種支援を複数の部局がそれぞれの所管に応じて実施する場合であっても、被

災者が窓口をたらいまわしにされないよう、ワンストップ窓口を設置する等の

対応を検討することが望ましい。  

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

支援拠点は、地域支え合いセンターという名称で、社会福祉協議会等の民間団体

に委託して設置される場合もある。どのタイミングで支援拠点を設置するか（災

害ボランティアセンターと並行して地域支え合いセンターを設置するか等。）は、

地方公共団体の状況により判断する。 

地域支え合いセンター等の設置が難しい場合は、実情に応じ、地方公共団体に窓

口等を設置し、支援拠点とすることも想定される。 
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地方公共団体の取組事例 

  

現地に支援拠点を設置した例 
（長野県茅野市） 

○災害名：令和 3 年 9 月豪雨・土砂災害 
○取組内容: 

 市役所と被災地の距離が 4km 程離れていたことから、現地に災害ボランテ

ィアセンター本部を設置。 

 行政職員が現地に常駐することが難しかったことから、現地の社会福祉協議

会職員と連携しながら運営。 
  

 

災害ボランティアセンターと地域支え合いセンターを並行
して設置した例 
（愛媛県大洲市等） 

○災害名：平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪雨） 
○取組内容: 

 愛媛県では、発災後の早い段階から、愛媛県社会福祉協議会を通じて、大洲

市に対して、災害ケースマネジメントに取り組む「支え合いセンター」の立

ち上げに向けた動きがあるという情報を伝えており、平成 30 年 10 月から

の設置が決定。 

 災害ボランティアセンターの活動が終わらない段階から、愛媛県内には、大

洲市、八幡浜市、宇和島市、西予市の計４か所において支え合いセンターを

設置し、個別訪問等の支援を実施した。 
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(4) アウトリーチによる被災者の状況の把握 

a) 総論 

基本的考え方・取組 

 アウトリーチによる被災者の状況の把握は、災害ケースマネジメントの核とな

る要素の一つである。支援漏れを防止し、被災者一人ひとりに寄り添った支援

を実施する観点から、適切なアウトリーチが必要である。 

 発災直後～避難所運営段階におけるアウトリーチは、避難所や在宅等における

被災者のうち緊急的な対応が必要な者の発見及び把握と自立・生活再建に向け

た支援情報の提供が中心となる。 

 また、アウトリーチに加え、相談窓口にくる被災者に対しても、相談事に対応

するほか、他に抱える課題がないか被災状況の把握を行うとともに、支援情報

の提供等を行う。 

 アウトリーチにより、医療や福祉サービス等の支援を早急に必要とする被災者

を把握した場合は、迅速に適切な支援につなげることが重要である。 

 特に、平時から福祉サービスを受けている高齢者や障害者（児）等、リスクの

高い被災者については、関係事業者が中心となって安否確認と必要なサービス

提供を行うことが重要である。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

発災直後～避難所運営段階においては、健康管理の観点から保健師が巡回を行っ

ている場合や民生委員や居宅介護支援事業所のケアマネジャー、公的相談支援機

関の相談支援員、地域包括支援センター、自主防災組織、町内会の者等がそれぞ

れの観点から個別訪問を行っている場合があるので、特に横の連携に配慮する。

平時から連携体制を構築しておく。 

発災直後～避難所運営段階においては、防災関係部局、福祉関係部局ともに、災

害への応急対応や避難所の運営等の業務がひっ迫し、アウトリーチによる被災者

の状況把握を行うことが困難となることが想定される。このため、保健師、民生

委員、居宅介護支援事業所のケアマネジャー、公的相談支援機関の相談支援員、

災害ボランティアセンター、NPO 等の民間団体などとの連携を積極的に検討す

る。 

なお、保健師、民生委員、居宅介護支援事業所のケアマネジャー、公的相談支援

機関の相談支援員等のそれぞれの観点から実施されるアウトリーチでは漏れる

被災者がいる場合もあることから、災害ボランティアセンターや NPO と連携し

た取組を平時から検討する。 

被災者の状況の把握にあたっては、質問に対する被災者の回答のみならず、短い

コミュニケーションでも繰り返し訪問を重ね、被災者の顔色や部屋の汚れ、家の

外観上の問題、臭いなどを訪問時に確認するなど、本人の回答内容以外の部分か

らも情報を拾い上げていくことが重要である点に留意する。 
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コラム5: 被災者との円滑なコミュニケーションを取るための
工夫の例（うるうるパック） 

 「災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援 P）」は、企業、NPO、社

会福祉協議会、共同募金会等により構成されるネットワーク組織であり、平成

16 年の新潟中越地震後、平成 17 年１月から共同募金会に設置。平時は、災害

ボランティア活動の環境整備を目指して、調査・研究、人材育成や啓発活動を

実施。災害時は、人材・物資・資金など多くの社会資源が有機的かつ効果的に

活用されるよう、被災者の声に耳を傾けながら、被災者中心・地元主体の活動

を支援。 

 支援 P では、被災地域の方々が必要とする物資を、被災した県の外で集約し、

各世帯に配布できるようパックにして届けている（うるうるパック）。 

 このような、支援物資の配布は、被災者を応援する心を届ける手段となるほか、

被災者の方々とのコミュニケーションの円滑剤としても活用できる。被災者の

関係性の構築にあたっては、このような支援物資の活用なども有効である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【「うるうるパック」の内容の例】 【パックの作成の作業】 
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b) 訪問、見守り・相談の実施体制 

基本的考え方・取組 

 個別訪問、見守り・相談といったアウトリーチの取組は、複数名で実施するこ

とが望ましい。必要に応じ、民間団体などとの連携を積極的に検討する。 

 行政内での実施体制を明確にし、被災者の状況把握に係る責任を明らかにし、

行政が状況を把握していないということがないようにする。 

 訪問等を実施する者に対しては、事前にアセスメントや聞き取りに関する基本

的な研修を受講させることが望ましい。なお、平時から訪問等を実施する者が

決まっている場合は、平時に訓練を実施する。 

 災害の発生後にシルバー人材センターからの人材派遣や被災した地域の住民

等の協力を受けて訪問する者を確保する場合は、訪問の実施前に研修を実施す

ることが望ましい。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

 複数名で実施することで、一人が被災者とのコミュニケーションを担い、一人が

記録するといった役割分担ができることに加え、聞き取り内容を相談員間で確

認し被災者の支援ニーズについて話し合いながら整理することができ、適切な

聞き取りにつながる等のメリットがある。また、訪問にあたり精神的な負荷がか

かる場合もあるため、負担の分散の観点からも複数名での実施が望ましい。 

研修については、一般的な新任スタッフへの研修（社会福祉協議会が支援相談員

を採用する場合は、社会福祉協議会の事業概要や地域支え合いセンターの業務に

関する説明会を実施。）のほか、ヒアリングに関する研修や自立・生活再建支援制

度に関する研修が想定される。また、これまで災害ケースマネジメントに取り組

んできた市町村の事例に関する研修や訪問等を行う中での OJT、研修をロールプ

レイで行うことも有効である。 

個別訪問により被災者の状況を把握し、課題を引き出すためには、被災者とアウ

トリーチ実施者の信頼関係の構築が重要であり、信頼関係の構築に資する研修等

によりノウハウを身につけることが重要である。また、訪問を担う者に対しては、

心のケアやメンタルヘルスの研修等についても行うことを検討する。研修につい

ては第６章参照。 

研修には、地方公共団体内の関係部局、協働して支援を行う社会福祉協議会や

NPO 等の団体が参加し、災害ケースマネジメントに取り組む者が広く共有する

ことが望ましい。 

平時の福祉施策を活用した災害ケースマネジメントの実施については第 10 章参

照。 
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地方公共団体の取組事例 

  

発災直後のアウトリーチの実施例① 
（長野県茅野市） 

○災害名：令和 3 年 9 月豪雨・土砂災害 
○取組内容: 

 茅野市では市内の中学校区ごと（保健福祉サービスエリア）に保健福祉サー

ビスセンターを設置。保健福祉サービスセンターには市職員の他、市社会福

祉協議会からコミュニティソーシャルワーカー（CSW）が配属されている。 

 発災翌日から当該地区の市担当者と市社会福祉協議会の CSW が現地の状況

を確認。平時から携わっている高齢者、障害者や独居の方などは福祉の台帳

に基づき個別に対応。 

 床上浸水以上の世帯は、平時から携わっている福祉の台帳の有無にかかわら

ず全世帯を対象として個別訪問を行い、困りごとの相談や支援などのニーズ

調査を実施。 

 

 

【保健福祉サービスセンターの体制及び個別訪問イメージ図】 
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地方公共団体の取組事例 

  

発災直後のアウトリーチの実施例② 
（佐賀県大町町） 

○災害名：令和元年８月豪雨、令和 3 年 8 月の大雨 
○取組内容: 

 令和元年災害時には、町の被災者相談窓口において聞き取りを実施したが、

十分に周知できていない可能性も考慮し、床上浸水に絞ってローラー作戦で

個別訪問を実施。 

 令和 3 年災害時には、保健医療チームで要支援者を中心に個別訪問を実施。

被災地区を中心に行政が NPO の協力を得て在宅避難者の訪問も実施。 
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c) 確認すべき内容 

基本的考え方・取組 

 発災直後～避難所運営段階におけるアウトリーチは、健康状態や被災状況（特

に住家の被害等）の把握や、罹災証明書の取得に関する情報提供などを中心に

実施する。 

 被災者に確認する内容の例は、以下のとおりである。 

 被災者の健康状態 

 住家の被害状況（風呂、台所等生活に必要な設備の被害状況（利用可能かど

うか。）、修理の見通し 等。） 

 住家の保険（損害保険、共済）の加入情報 

 住家の修理等費用の確保の見通し 

 必要な物資の状況（必要に応じて避難所における配布状況等を案内。） 

 罹災証明書の発行等に関する情報が提供されているか（必要に応じて案内。） 

 その他避難生活で必要な事項、抱えている課題 等 

 被災者には上記の確認に併せて緊急時に連絡する先を伝えておくことも効果

的である。 

 被災者が制度を認知しているか、必要な申請をしているか、情報が伝わってい

るかという点が自立・生活再建にあたって重要となるため、アウトリーチの際

には注意する必要がある。 

 訪問時に聞き取り等を行った被災者の個人情報は、支援の実施にあたりケース

会議での利用や支援関係機関への提供を行うことが想定されることから、調査

票等において、個人情報の利用目的を明示する。個人情報の取り扱いについて

は第５章参照。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

自立・生活再建の具体的な意向や必要な支援についての聞き取りは、避難所閉所

検討～応急仮設住宅供与のタイミングで実施してもよいが、発災直後～避難所運

営段階の訪問等が避難所運営段階の後半に実施される場合は、これらの内容につ

いてもこの段階で聞き取ることも検討する。 

個人情報については、提供が想定される団体名、内部利用又は外部提供される情

報の種類等の説明を行い、被災者の個人情報の提供等が適切になされることによ

り支援が円滑に実施されること、被災者自身が支援に関する情報を得やすくなる

こと等を説明し、理解を得られるように取り組む。 

災害ケースマネジメントの観点からボランティア等が被災者の訪問を行う際、被

災者の健康状態が悪い場合は、被災者が病院に通えているかどうか、常用してい

る薬の服薬状況などの確認に留める。医療については専門的な判断が必要となる

ことから、医療関係者につなぎ、医療行為の必要性等の判断を行わないこと。 
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地方公共団体の取組事例 

  

地方公共団体の調査票の例① 
（岩手県岩泉町） 

○災害名：平成 28 年台風第 10 号 

○保健師等が活用した健康被害調査票： 

 発災初期の各自治体の保健師等による健康調査で活用したもの。 
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地方公共団体の取組事例 

○在宅生活者調査票： 

 発災初期から在宅生活者の個別訪問で使用した調査票。 
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コラム6: NPO が個別訪問時に活用している調査票の例 

 平成 29 年 7 月に発生した九州北部豪雨の災害支援をきっかけに設立され、在

宅被災世帯を中心に支援活動を行う NPO 法人 YNF では、調査票に従前住宅の

所有形態や任意保険の加入状況を確認項目として設け、自主的な住まいの再建

可能性の判断に活用しているほか、契約締結や見積もりの作成等の状況を聞く

ことで、住まいの再建の進捗状況を客観的に判断できるよう工夫している。 
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コラム7: 発災直後の対応方法について紹介する資料の例（水
害にあったときに） 

 「震災がつなぐ全国ネットワーク」は、過去の水害被災地での支援経験をもと

に、水害にあった際の対応について、必要な手続きや家屋のかたづけ、掃除、

生活の再建等に関する情報を記載したチラシと冊子を作成している。 

（https://blog.canpan.info/shintsuna/archive/1420） 

 発災直後の訪問等において、このような情報が記載されたもの 

の配布は、被災者の生活再建を支援する上で効果的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://blog.canpan.info/shintsuna/archive/1420
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d) 情報の集約 

基本的考え方・取組 

 発災直後～避難所運営段階のアウトリーチを、複数の主体が実施している場

合、それぞれの情報をそれぞれの主体のみが保有することのないよう、災害ケ

ースマネジメントの実施主体である行政の担当部局等が情報の集約を行う。 

 複数の者が発災直後のアウトリーチを実施している場合、発災直後の段階で被

災者の情報を集約することで、支援漏れの防止につながるほか、その後の支援

の効率的な実施にも資する。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

この段階の被災者に係る情報を、罹災証明書の発行漏れの確認に活かせるよう、

罹災証明書を担当する部局（税務担当部局等）とも連携する。 
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(5) 災害ケースマネジメント情報連携会議の実施 

基本的考え方・取組 

 被災者の支援の全体状況について共有するため、市町村の関係部局の職員、地

域支え合いセンター等の支援拠点の職員、関係機関等で、情報共有を行う災害

ケースマネジメント情報連携会議を開催する。実施のタイミングについては、

個々の業務の状況に応じて検討する。 

 発災直後～避難所運営段階における災害ケースマネジメント情報連携会議で

は、災害ケースマネジメントの全体の進捗状況の把握を行うとともに、緊急的

な支援が必要な被災者への対応状況、避難所の開設状況、今後の災害ケースマ

ネジメントの実施の方向性等について共有することが想定される。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

情報連携会議は、関係者間の情報連携を適切に行うために開催するものであるこ

とから、発災直後～避難所運営段階においても可能な限り開催することが望まし

い。 

情報連携会議は、個々の被災者の支援方針を検討するケース会議とは異なる。こ

のため、個人情報の取り扱いは想定されない。 

情報連携会議の内容として想定される例は、以下のとおり。 

 災害による被害の状況 

 避難所の被災者、在宅避難者の状況 等（健康相談等の状況 等） 

 災害ボランティアセンターの状況 

 今後の災害ケースマネジメントの実施方針、スケジュール 等 
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(6) 災害ケースマネジメントケース会議の実施 

基本的考え方・取組 

 発災直後～避難所運営段階においては、被災者の緊急的な対応が主となるが、

支援方針等について議論を行う必要があるときは、適宜ケース会議を開催す

る。 

 
【実施にあたってのポイント・留意点】 

発災直後からケース会議を開催することは必ずしも必須ではなく、応急的に対応

が必要な被災者を、医療、福祉等の支援に適切につなぐことができればよい。ケ

ース会議を行う場合の具体的な実施方法については 4.2（6）、4.3（6）を参照。 

他方で、医療、福祉等の支援を行っている被災者がいる場合等は、今後の支援に

あたって当該情報が関係部局に連携されていることが望ましいことから、被災者

台帳や支援記録の活用を検討する。被災者台帳、支援記録の作成については、4.2

（７）参照。 
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(7) 発災直後～避難所運営段階の対応で地方公共団体が利用可能な支援メニュー 

支援メニュー 

①＜被災高齢者等把握事業（厚生労働省老健局）＞ 

○目的： 

地震、台風及び豪雨等の自然災害における被災者の孤立防止等のため、被災生活

により状態の悪化が懸念される在宅高齢者等に対して、個別訪問等による早期の状

態把握、必要な支援の提供へのつなぎ等、支援の届かない被災者をつくらない取組

を一定期間、集中的に実施することを目的とする。 

○実施主体： 

災害救助法の適用を受けた都道府県、指定都市、中核市及び市区町村等 

※民間団体（介護支援専門員等の職能団体等）へ委託可 

○補助率： 

①特定非常災害の指定がある場合 １０／１０ 

②上記以外の場合         １／２ 

○実施内容： 

被災した在宅高齢者等に対して、介護支援専門員等の職能団体から派遣された専

門職により、災害救助法の適用から概ね３か月以内の間で、集中的に以下のような

事業を実施する。 

ア 避難行動要支援者名簿等に基づく被災した在宅高齢者等への個別訪問による

現状把握の実施 

イ 必要に応じた関係支援機関へのつなぎの実施 

ウ 個別訪問に基づく専門的な生活支援等の助言の実施 

エ その他被災者の状態悪化の防止を図るため、被災高齢者等の把握と一体的に行

うことが効果的な取組として実施主体が必要と認めた事業 

※高齢者に加えて、障害者も対象として事業を実施している。 
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【通知】被災者への見守り・相談支援に係る事業間の連携について 

（令和２年 12 月７日：社援地発 1207 第１号等） 

○被災者への見守り・相談支援等については、避難生活を送る場所や時点に応じ
て、以下の事業が実施されているところ。 
・災害派遣福祉チーム（DWAT）による避難所で生活する支援が必要な方の入

浴介助等の日常生活上の支援や、災害時要配慮者が抱える課題を解決するた
めの相談支援等 

・「被災高齢者等把握事業」による、在宅で生活する高齢者、障害者へのケアマ
ネジャー等の専門職による生活支援の助言等 

・「被災者見守り・相談支援等事業」による、応急仮設住宅に入居する方等への
見守りや相談支援等 

○被災者の状況に応じて切れ目のない支援を実施するにあたっては、支援に関す
る情報共有など、各事業が十分な連携の下で実施されることが重要であること
から、その留意事項について地方公共団体へ通知が発出されている。 
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支援メニュー 

②＜災害ボランティアセンター運営に活用可能な制度＞ 

○災害救助法の救助事務費 

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○災害等準備金（共同募金会） 
・各都道府県共同募金会では、災害発生後、即座に災害支援を行えるよう平時より

毎年の募金額の一部（上限：募金額の３％）を、社会福祉法に基づき災害等準備
金として積立てている。 

・この準備金は、被災県に設置の災害ボランティアセンターやボランティア団体の
活動支援等に活用可能。 

・仮に被災県単体での積立金が不足した場合であっても、被災県以外の全都道府県
共同募金会が保有する災害等準備金の中から被災県共同募金会へ拠出すること
ができる。 

※共同募金 

社会福祉法において、「都道府県の区域を単位として、毎年１回、厚生労働大臣の

定める期間内に限ってあまねく行う寄付金の募集であって、その区域内における

地域福祉の推進を図るため、その寄付金をその区域内において社会福祉事業、更

生保護事業その他の社会福祉を目的とする事業を経営する者（国及び地方公共団

体を除く。）に配分することを目的とするものをいう。」と規定されている。 
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コラム8: 災害ボランティア・NPO が活用可能な制度（災害ボ
ランティア・NPO 活動サポート募金（ボラサポ）（中
央共同募金）） 

 中央共同募金会は、被災者支援を直接的に行うボランティアグループや NPO の

活動を支える資金支援の仕組みとして、赤い羽根「災害ボランティア・NPO 活動

サポート募金」（ボラサポ）を設置、寄付金の募集と支援活動に対する助成を実

施。 

 ボラサポは、災害時だけなく平時の防災・減災活動についても寄付金を常時受け

付けるとともに、大規模な災害発生時には、災害を特定したボラサポへの寄付金

募集と助成事業を実施。 

 災害発生時に限らず、常時寄付金を受け付けており、迅速に被災者支援活動を行

う団体へ助成を実施。 

 また地域の防災・減災力向上のための活動や、災害時に備えた準備のための基盤

整備活動にも使用可能。 

 

＜ボラサポのしくみ＞ 

 

 第三者（外部識者）による運営委員会および審査委員会を設け、運営要綱に基づ

いた公正で適切な運営、審査による助成を実施。 

 適切な助成を行うため、都道府県や市区町村の関係機関・組織、全国的な支援機

関・団体とのネットワークを活用して、発災当初から復旧、復興期までのニーズ

や支援状況の情報を共有。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




